
　事業所名（　ココイコ　）
　自： 令和6年8月1日　　　至： 令和7年7月31日 （単位：円）

合計 PC作業 解体作業 部品組立作業 袋詰め作業 ビーズ製作作業
52,033,221 51,723,309 240,625 55,965 10,383 2,939

0
就労支援事業活動収益　計 52,033,221 51,723,309 240,625 55,965 10,383 2,939

51,541,507 51,541,507 0 0 0 0
　　期首製品（商品）棚卸高 0

51,541,507 51,541,507
0

51,541,507 51,541,507 0 0 0 0
0

51,541,507 51,541,507 0 0 0 0
就労支援事業販管費 0

就労支援事業活動費用　計 51,541,507 51,541,507 0 0 0 0
就労支援事業活動増減差額 491,714 181,802 240,625 55,965 10,383 2,939

費
用

就労支援事業販売原価

　　　　　　　合　　　　　計
　　期末製品（商品）棚卸高
　　　　　　　差　　　　　引

　　当期就労支援事業製造原価
　　当期就労支援事業仕入高

（表１）－①就労支援事業別事業活動明細書

勘定科目

収
益

就労支援事業収益

※事業所名と会計期間は、報告書の入力内容が自動で反映されます。

※「当期就労支援事業製造原価」には、（表２）の当期就労支援事業製造原価の数値を入れること。

※「就労支援事業販管費」には、（表３）の就労支援事業販管費の数値を入れること。
※着色セルは、入力不要です。

※就労支援事業の年間売上高が５，０００万円を超える場合又は、就労支援事業の年間売上高が５，０００万円以下であるが、製造業務と販売
業務に係る費用を区分することが可能な場合、（表１）－①、（表２）（表３）を作成すること。


